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欄究ノート〕　インフレーション修正諌税方式

-PointonとSpratleyの研究

山　上

<はじめに>

イギリスでは1975年,サンディラソズ委員会

報告書が公表され,以後,現在原価会計が採用さ

れること軒こなり,そのイギ7)スの動向が,それま

で本命とみられていた一般物価水準修正方式を補

助的なものにして,現在原価会計方式をイソフレ

ーション会計,或いは,財務会計全般の基準とす

ることが,世界的な動向となったことは周知のこ

とである｡制度上,歴史的原価会計をベースに様

様な特別措置を講じて税務会計が行なわれている

点はイギリスでも同様であろうが,.なお,財務会

計上いわば最先端をいっているイギリスにおいて

各種のインフレーション会計方式の税務上の意義

等の検討がどのようになされているのか,興味が

持たれる処である1988年, ｢企業課税の原則｣

(Principles of Business Taxation)^訳注1 )と題して,

最近の研究動向等を示す好著が出版された｡本書

は3部に分かれ,第-部｢各種課税方式による課

税理論｣,第二部｢英国における税務｣,第≡部

｢幾っかの企業意思決定における税務の意義｣よ

り成っている｡このうち第-部は各種の会計方式

Lによった場合の法人所得税の検討であって,その

うち第6章｢イソフレーショソ修正課税方式｣に

おいて,現在原価会計,現在購買力会計(一般物

価水準値正方式)によった場合の,所得(利益)

課税の問題を中心に論じている｡本研究ノートは

この第6草をまとめてみたものである｡

1.序

前章において我々はインフレlション状況

下における歴史的原価会計利益計算の欠陥の

幾つかを検討した｡当然の展開は個別及び-

武

般イソフレlシ′ヨソの影響を考慮した指数修

正(to be indexed)を行なう様々な利益計算

方式を検討することである｡我々は本章にお

いて,消費･所得･資本課税にっき課税金額

の階層(taxbracket)をインフレーション修

正を行なう必要性についての簡単な吟味より

始める｡我々としては,資本及び所得につい

てのインフレーション修正が不必要な,数量

ではなく金額に課税の基礎をおく消費ペース

の課税方式の優位性をとく｡っいで,資本及

び所得の修正計算について検討を行なう｡我

我はキャピタルゲイン課税が,資産の処分前

の所有を反映した利得ではなく,実現した場

合に課税されていることにっいて利子要素を

如何に掛酌すべきかを検討する｡

現在購買力及び現在原価会計による課税方

式で明らかとなる歴史的原価課税方式等で,

ありうる歪み(distortion)について明らかに

した｡この両課税方式の下における商品製品

及び減価償却の取扱いについて特に詳しく分

析したO営業用の在庫品(製品商品等)につい

ては,この両課税方式とは無関係な,幾つか

のイソフレlショソ修正の方法についても付

言した｡我々は,他の運転資本項目の修正に

及び,現在原価課税方式におけるギアリソグ

修正(訳注2),現在購買力課税方式における債

務者利潤(訳注3)の問題までとりあげ,包括的

に検討した｡最後に我々は税務繰越損失が指

数修正された場合にも生ずる非効率について

論じた｡
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2.イン7レーションによる歪み

税率構造が担税能力についてレベルを設

け,それぞれに異なる税率を課するものであ

るとき,課税金額の各階層をインフレlショ

ソ指数修正する必要がある｡そうしないと,

納税者は単にインフレ-ショソの影響で異な

る税率の階層に移されてしまうことになる｡

所得税における免税レベルは階層の指数修正

の例である｡更に,累進税率構造において

紘,其の担税能力は増加していないのにより

高い限界税率が課せられることを避けるため

に,全ての税率の階層金額は指数に連動して

修正されねばならない｡個人ごとに支出の態

様は異なるので,行政上の都合からとはいえ

すべての納税者に対して同一の指数を用いる

ことには若干の問題が残ろう｡

より困難な問題は,資本と所得につきイソ

フレーショソによる侵食分を課税方式上何ら

かの考慮をする際に生ずる｡例えば,イソフ

レlシ･ヨソ期において,債権者はその債権が

償還されたときに購買力損失を蒙る｡従っ

て,所得に対する税が実際の金銭による収入

ではなく真の収益に基づいたものにするか或

いは資本課税(訳注4)をその資本の真の価値の

低下分を掛酌したものにする必要がある｡

しかし,各種の租税に対するイソフレーシ

ョソの影響は相当にちがったものとなる｡消

費税(訳注5)は免税点レベルの階層金額の指数

修正か或いは,より高い階層では異なる限界

税率が課せられるならば,より高い階層の指

数修正が必要となる｡しかしながら,そのよ

うな消費税或いは支出税が従価税ならば,即

ち物量単位ではなく価値に基礎をおくものな

らは,資本一所得修正の必要は生じないので

ある｡例えば, VAT (付加価値税)が純課税

取引金額£1,000に対して15%,即ち£150

課せられる単純なケlスを考えてみよう｡例

えは10%のインフレlショソによって課税

取引金額が£1,100に増加したとすると

VATは£1,100の15%即ち£165となるO.

もし課税取引における個別イソフレlショソ

率が経済における一般的な広範囲なインフレ

ーションの代表率と同じならは,イソフレl

ショソ前におけるすべての£1について,今

やその購買力を維持するためには£ 1.10が

必要となるわけであるO期末における税額

£ 165の購買力は期首における購買力単位で

£165/1.10-£150に等しくなる｡かくて徴

収される租税は実質的にその価値が維持され

ることになる｡更に課税後の£1,100の期末

における実質的な価値も期首の購買力単位で

£1,100/1.10-£1,000であり,維持されて

いることになる｡かくて,支出に対する従価

税は,現在価格による現在支出額に対して当

期税額が課せられるので資本-所得修正ほ不

必要となる｡

しかしながら税が物量単位に対して課せら.

れると,税率は上げねばならない｡例えば,

ある商品につきリットル当り15P課税され

ているとしよう　10%のインフレ-ショソ

によりリットル当りの価格が£1から£1.10

に上昇する｡税率10%上げてリットル当り

16.5Pにしなければならない｡例えば1,000

リットルに対して当初の税率はリットル当り

£0.15であったので税額は£150であった

が,税率変更後はリットル当り£0.165なの

で税額は£165となる｡この場合,徴収され

た税額は実質的な価値が維持されているわけ

である.何故ならば,期末における£165の･

購買力は期首における£165/1.10-£150の･

税額の購買力に等しいからである｡かくて物

量単位に基礎をおく支出税には税率の指数修

正が必要であるが,従価税である支出税には

その必要がないことがわかる｡

資本或いは所得を課税の基礎とした租税は

不公正をさけるためにイソフレlショソを考

慮した修正が必要となる｡しかし,どのよう

にすれば適切な修正が可能であろうか-･-質
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イソフレーショソ修正課税方式(山上)

本ではなく所得の測定についてのみ変動が測

定されるべきか或いはその道であろうか-･-

次節ではこの測定問題をとりあげる0

3.資本一所得の修正

数期にわたって所有される投資(資本財)に

ついてはその間の会計期間についての所得と

資本の双方について測定問題を生ずるO長期

的にみれば資産は処分されるのでその処分損

益(キャピタルゲイソ)と所得とは本質的には

同一なものである｡所得の流れは新しい資本

財に換算されうるし,また資本財は所得の流

れに擬して実現するものと考えることができ

るO所得に課税されキャピタルゲイソに課

税されないと,資産の一部を生産的な投資目

的に供して所得収入を得るよう保持するより

ち,処分による資本的収入を得るようにする

誘因が生ずることになろう｡かくて,所得税

の体系とキャピタルゲイソ課税の体系とが共

存することには十分な論拠があるのである｡

理論的には所得とキャピタルゲインは同一税

率が課せられるべきである｡しかしキャピタ

ルゲインは長い期間を通じて不定期に生じる

傾向のあるものであり,累進税率の下では不

当に重課されがちである｡従って,キャピタ

ルゲイソを数年にわたって分散させて,それ

を所得として取扱う･･-･･その結果,租税負担

額の再計算が必要となる-･･･というルlルを

適用することは十分な理由があるわけであ

る｡或いは,行政上の便宜を考えると,キャ

ピタルゲイソは別個な税率を課すことにして

もよいであろう｡当面は所得とキャピタルゲ

インを同一の課税方式で検討する方が理解し

易いであろう｡

まずはじめに,簡単な例で所得のイソフレ

ーショソ修正を詳しく考えてみよう｡1年前,

ある資産を£100,000で購入したとする｡こ

の資産はこの1年間に10%の名目的利益を

えるものとし,かっ名目上の価額で価値を維

持するものとする｡この1年間の一般的イソ

フレ-ショソ率は7%であったとする｡さて

問題は,この期間における真の所得を如何に

測定するかである｡我々はこの問題を幾つか

の観点からみることができる｡購買力単位で

蓄積された富は£110,000 ---資産の富のス

トック£ 100,000と10%の所得の洗人より

えた現金£10,000のストックより成る--･

である｡しかし,当年における一般イ　ソフ

レlショソ率が7%であるので,当初の資本

£ 100,000は期末現在の購買力単位では£

107,000である｡かくて現在購買力単位では

宮は£107,㈱0から£110,000へと増加した

ことになる｡従って,真の成長率は,

(110, 000-107, 000VIO7, 000 -2. 80373%

mxs

其の所得は当初の資本の現在購買力による

其の成長で測定される｡即ち,

2. 80373%× £ 107, 000-£3, 000

である｡

かくて,イソ71/-ショソ修正所得課税方

式では,課税されるべき能力は£3,000とい

う真の利益であり, £10,α)0という名目的利

益ではないことになる｡

他の方法は資本を修正することである｡即

ち,名目上の所得収入から資本のイソフレl

ショソによる侵食分を差引いたものによって

真の所得はなるとするものである｡年間7%

のインフレーションにより資本の購買力損失

は£1(刀,咲)0の7%,即ち£7,000である｡

従って,かかる資本の価値低落分の修正をと

り入れると,真の所得は£10,000から　£

3,000に減少する｡かくてこの2つの方法は

同一の結果をうる｡

一般物価水準が変動しているときキャピタ

ルゲイソを数期にわたるもの(訳注6)として考

慮すると更により興味ある事情が判明する｡

資産が競争的市場で取引されていて,その資
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表1

原価の指数修正　年率7% (£)

売却価値　　　　　　　　　　　　　　　　　　14, 181

差引'.指数修正原価(£10, 000(1. 07)3)　　　(12, 250)

真の利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1, 931

産の所有期間中各期末にその取引価格が明ら

かであるとき,各期間に対する其の利益を測

定することは可能である｡しかしながら,行

政上はキャピタルゲイソを実現したときに査

・Li..,詣号蝣-illu'ji-it :'ンフし　.・'・耳'./.一

定の複利の年率と仮定する方が簡単なので

ある｡このようにすれば資本の指数修正は比

較的簡単である｡例えば取得原価£10,000の

資産が取得3年後に£14,181で売却された

場合を考えようO　この間何ら現金による所得

収入はなかったものとするO　なお,この期間

における年間イソフレlシ･ヨソ率は常に複利

7%であったとする｡査定される真の利益は

表1で示されるように,最後にえられた現金

売却収入からインフレーションに対して指数

修正し,増額された原価を差引いたもの,那

ち£1,931となる｡納税者にとって幸いなこ

とに,かかる方式はそれ自体では資産売却以

前の時期におけるその所有から生ずる利益は

一切考慮していない｡もしかかる租税が毎年

課されるならは,その結果途中の期間におけ

る租税によって中央政府は利子分を稼得でき

ることになろう｡年々の評価による方法は行

政上費用がかかるものとなろう｡しかし,そ

のような真の利益を推定し,後から実際的に

査定することは可能である｡かかる方式は課

税の繰延べ(tax deferral)として知られてい

る｡

4.課税の繰延べ

発生基準ではなく実現基準によってキャピ

タルゲイソ課税をすることによる中央政府に

とっての失われる利子分にっいて考察してみ

るためには指数修正の他に租税の繰延べも考

察しなければならない｡取得原価£10,000

の資産を3年間所有,その間のインフレ-シ

ョソ率は複利で年7%,その期末に£14,181

で売却という先掲の設例を用いて,作用して

いる諸要素を吟味することができる｡なお,

この課税繰延べ手続きにおいて利子率は9 %

であり,かつての利子分は非課税であるとし

よう｡

我々は資本の成長率をどのように評価した

らよいであろうか｡毎年の利益はどうなるの

か｡また,利子要素をどのように考慮にとり

入れたらよいのか｡

まず第-醍,資本の年間の実際上すなわち

名目上の複利成長率･--これをaで表す---

を計算しよう｡投資は3年間であったので,

£10,000( 1 + a)3-£14, 181

(1 +a7-1.14181

当初の投資額のすべての£1について蓄積さ

れた富は£1.4181となったわけである｡教

義によって3乗根を求めると, 1十a-1.1235

をえる｡かくて実際の成長率は年間12.35:

となる｡

第二に,途中における資産価値を推定する

必要がある｡全期間を通じた実際の成長率は

年12.35:であったので各年度末の推定価値

は次の如くなる(訳注7)0

£10, 000(1. 1235)-£11, 235-第1年度末

£11, 235(1. 1235)-£12, 623-第2年度末

各年度末の期末価値-･-途中年度末価値と最

後の売却価値--は表2の第(i)行に示され

るO年初価値はインフレlショソについての

72



インフレーション修正課税方式(山上)

表2

指数修正7 %及び課税繰延調整(£)

年　度　末

1　　　　　2　　　　　3

期末価値(i)

期首価値

指数修正:

10,000×0.07 (第1年度)

ll,235×0.07 (第2年度)

12,623×0.07 (第3年度)

修正後期首価値(ii)

其の利益<iii)-(iト(ii)

課税繰延調整

535(1. 09)2-535 (第1年度)

602(1.09J-602 (第2年度)

0　　　　　　　(第3年度)

其の利益+課税繰延調整

ll, 235　12, 623　14, 181

10, 000　11, 235　12, 623
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手旨数修正がなされる｡即ち,各年初価値に,

それにィ./フレlション率を乗じてえた価を

加えたものが指数修正された年初価値として

寡(ii)行に示されるO真の利益は第皿行で示

す通り,年度末価値より年初価値の指数修正

値を引いてえられる｡しかしながら第1年度

の利益に対して9 %の利子要素が最終的な売

却による実現の日までの2年の遅延分加算さ

れ,第2年度の利益についても最終年までの

1年の遅延分にっいて利子が調整要素として

加算される｡課税繰延べによる調整は単に利

子要素であり,其の利益に対して複利を適用

したものである｡真の利益と課税繰延調整額

は,表2の最終行に示した如く各年において

合算される｡かくて課税利益はこれら3っの

利益の合計ということになる｡

£636+£656+£674-£1, 966

課税繰延調整額を加えての課税利益£1, 966

は表1でえられた課税繰延調整をしていない

課税利益£1,931をこえている｡この相違

の理由は真の利益に適用,加算された利子率
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のみのせいなのか,或いはその利子率がイソ

フレーション率をこえていることによるので

あろうかo表3で我々ほ年間インフレーショ

ン率が利子率に等しい9%であると仮定して

課税繰延調整をし,各年度に帰属する課税利

益を求めている｡先の設例と同じ原則によ

り,我々は表3の末尾の行で課税利益をえ,

その合計は次の通りである｡

£398+£411+£422-£1, 231

この利益は表4で示す通り,年間インフレl

シ｡ソ率が9%であるときの原価の指数修正

のみによる課税利益と全く同一であるQかく

て我々はインフレlシElソ率が課税繰延調整

計算のための利子率と同じであるならは,課

税繰延調整計算のため毎年の真の利益を査定

することは不必要であることが分るのであ

るo　この場合,この二方式は同一となるので

ある｡しかしながら,課税繰延計算をしない

指数修正によった利益は,インフレーション

率が課税繰延調整計算で用いる利子率より低

いときは,課税繰延調整計算をした利益より



fM.
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原価の指数修正　年率9% (£)

売却原価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14, 181

差引:指数修正原価(£10,000(1.09)3)　　　(12,950)

真の利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1, 231

少なくなり,逆にイソフレーショソ率が利子

率をこえるならば,より大となろう｡

5.減価償却

本節での我々の目的は減価償却費の計算に

おいて指数修正が適用されたとき,それが経

済的な効率を考慮するときもつ意味合いを検

討しようというものである｡我々の分析は現

在購買力と現在原価のそれぞれに基づいた2

つの指数修正方式を検討する｡

現在購買力課税方式では固定資産の当初原

価は経済における一般インフレlショソ率を

反映する一般物価指数で増額修正される｡表

5では取得原価£100,000,耐用年数3年の
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資産の減価償却費を定額法で計算している｡

便宜上,減価償却は資産の年中央ではなく年

度末の現在購買力に基づいている｡予測イン

フレlショソン率は年10%とする｡資産の

原価は年率10%で指数修正され,減価償却

費は単純に,指数修正された原価の3分の1

である｡

しかし,これが投資-の誘因を表している

であろうか｡この間額に答えるため,支払利

子の控除の問題は本章の後にのばしておくと

して(訳注8) ,現在購買力課税方式における減

価償却費による租税節約の現在価値を,初年

度100%の償却を行なうキャッシュフロー課

税方式(訳注9)における租税節約の現在価値と

比較してみよう｡我々は年　10, ¥2%の



インフレlショソ修正課税方式(山上)

表5

現在購買力課税方式における減価償却費(£)

･･ト　:a蝣蝣蝣'':苦長音昔r:I:  ･トhi.､."蝣'・.I. Uこ-

‖

:

k

e

h

*

k

100, 000(1. 10)- 110, 000　　　110, 000/3=36, 667

110, 000(1. 10) - 121, 000　　　121, 000/3- 40, 333

121, 000(1. 10)-133, 100　　　133, 100/3-44, 367

表8

現在購買力課税方式における減価償却費の租税節約現在価値(£)

減価償却費
計上年度

租税節約
税率35%

各割引率Fこよる
租税節約現在価値

10#　　　12#

h

 

m

 

m

36, 667×0. 35-12, 833

40, 333×0. 35- 14, 117

44, 367×0. 35-15, 528

ll, 002　　10, 606　　10, 230

ll, 207　　10, 606　　10, 048

ll, 414　　10, 606　　　9, 868

33, 623　　　31, 818　　　30, 146

表7

現在購買力及び

キャッシュフロー課税方式における租税節約(£)

課　税　方　式

各割引率(午)における

租税節約の現在価値合計

一般イソフレーシ　V率,年10%

10#　　　12%

現　在　購　買　力　　　33,623　　31,818　　30,146

キャッシュフ　　　　　32,407　　31,818　　31,250

3つの割引率を検討する｡更に,資産は第0

年度の末日に購入されたものとし,課税につ

いては各年度末より1年のタイムラグがある

ものとする｡限界税率を35%として,現在

購買力課税方式における減価償却費の租税節

約の現在価値は表6Pこ示される.第1年度の

減価償却費の租税節約現在価値は,課税のタ

イムラグにより2年分割引いて求める｡同様

に第2度の減価償却費の租税節約現在価値は

3年分割引いてえられる｡以下同様である｡

*-

表6において分るように,一般的なイソフレ

ーショソ率が割引率をこえる,例えば割引率

が年8%の場合,減価償却費の各年の租税節

約現在価値は時と共に増大する｡これは,こ

の場合の課税計算方式が貨幣の時間価値を考

慮するのに必要な修正をこえて原価の指数修

正を認めているからに他ならない｡表6中の

割引率が年10%の場合で分るように, 2つ

の率が等しければ各年の租税節約の現在価値

は各年を通じて一定である｡しかしながら,



例えば割引率が年12%の場合の如くインフ

レーション率が割引率より低ければ,各年の

租税節約現在価値は時と共に減少する｡

これに対して,キャッシュフロー課税方式

における租税節約の現在価値(£)は, 1年の

課税タイムラグがあるので,次の如くな

る(訳注10)｡

CO. 35)1伽, 000/(1. 08)-32, 407

(割引率8%)

CO. 35)100, 000/(1. 10)-31, 818

(　〝　10%)及び

(0. 35)100, 000/(1. 12)-31, 250

(　〝 12%)

表7ではこれらの結果が現在購買力課税方

式下における結果と対比されている｡キャッ

シュフPl課税方式は,限界税率が一定であ

り,計上費用が完全に填補されかっ課税のタ

イムラグが一定であるならば,投資意志決定

に対する影響は中立的である｡かくて表7か

ら我々は現在購買力の課税方式は,割引率が

一般インフレーション率より低ければ,租税

節約の現在価値がキャッシュフロー課税方式

の場合より大なので,投資について積極要因

を示すことになり,割引率がインフレlシ′ヨ

ン率に等しければ投資意志決定についての影

響は中立的であり,また割引率がインフレー

ション率をこえれば,投資の消極要因を示す

ことになるわけである｡

しかしながら正常な状況では市場の金利は

経済における一般インフレlショソ率をこえ

るものであり,然らざれは,投資家の真の利

益率はマイナスになってしまう｡従って,一

般には,支払利子の控除をしていない場合,

現在購買力課税方式では投資に対して消極要

因を示すことになろう｡しかし,我々はこの

支払利子の控除という困難な問題は後にとり

あげることにする｡

もう一つ他の方式は現在原価会計原則に基

づくものである｡資産はその｢企業にとって

の価値｣ (value to the business) =-･通例は

同種資産の同年数経過後の減価償却累計控除

後の取替原価である--で記録される｡当面

貌々は負債に関するギアリング修正等は無視

することにする｡資産価値についてのインフ

レーション修正は,経済における一般物価水

準の変動に対してではなく,特定の資産カテ

ゴリlについての個別物価変動を反映してな

される｡しかし,ある特定の資産の価格上昇

率が10%であるならば,耐用年数3年間中

のその原価£100,000の資産についての現在

原価課税方式による年々の減価償却費は,経

済における一般インフレlシヱソ率が10%

であるときの現在購買力課税方式によるもの

と全く同一である｡表8のカテゴリlAでは

定額法による毎年の減価償却費は表5におけ

る現在購買力課税方式のそれと同一である｡

しかし,カテゴリーBでは,資産のインフレ

ーション率は年12%であり,従って第1年

度末において,この資産の現在原価は£

112,000である｡第2年度末までに,このカ

テゴリーBの資産の現在原価は更に12%上

昇して, £112,000(1.12)-£125,440　とな

る｡従って,年々の減価償却費はカテゴリー

Aの場合より大きい｡これは個別インフレ-

ショソ率がカテゴリlAの場合より大である

からに他ならない｡最後にカテゴリlCでは

資産のインフレ-ショソ率ほ14%と想定さ

れている｡

租税節約は各資産カテゴリーについて表9

に示されている｡表8でえられた減価償却費

紘,租税節約額を算定するために35%乗ぜ

られる｡割引率は年12%と仮定しており,

また各年度末より1年間の課税タイムラグが

あるものとしている｡カテゴリーAでは表9

で示されている如く第1年度に対する租税

節約の現在価値は£ 12,833.3/(1.12)2-£

10,230.6である｡

カテゴリーAの同種新品のものの現在原価

ほ年ごとに上昇するので減価償却費も増加
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インフレーション修正謀税方式(山上)

表8

現在原価課税方式における減価償却費(£)

資　　　産

カテゴリー

資　　　産

インフレーション

年　率(%)
年度
資産の現在
原価(年度末)　　　　当年減価償却費
償却累計控除前
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c

110, 000. 0

121, 000. 0

133, 100. 0

112, 000. 0

125, 440. 0

140, 492. 8

114, 000. 0

129, 960. 0

148, 154. 4

110, 000. 0/3-36, 667. 7

121, 000. 0/3-40, 333. 3

133, 100. 0/3-44, 366. 7

112, 000. 0/3-37, 333. 3

125, 440. 0/3-41, 813. 3

140, 492. 8/3-46, 830. 9

114, 000. 0/3-38, 000. 0

129, 960. 0/3-43, 320. 0

148, 154. 4/3-49, 384. 8

表9

現在原価課税方式における減価償却費の租税節約現在価値(£)

資　　　産　　減価償却費　　租税節約　　租税節約現在価値
カテゴリー　　計上年度　　税率35%　割引率,年12%

A

計
C

計

1
　
2
　
3

1
　
2
　
3

12, 833. 3

14, 116. 7

15, 528. 3

13, 066. 7

14, 634. 7

16, 390. 8

13, 300. 0

15, 162.0

17, 284. 7

10, 230. 6

10, 048. 0

9, 868. 5

30, 147. 1

10,416. 7

10,416.7

10,416. 6

31, 250. 0

10, 602. 7

10, 792. 0

10, 984. 7

32, 379. 4

し,従って租税節約も増額していく｡しかし

ながら,この資産のイソフレーション率が

10%だけで,割引率12%がそれをこえて

いるので各年の租税節約の現在価値は年ごと

に減少していく(訳注11)

カテゴリlBでは資産価格のインフレlシ

ョソ率は割引率と同じである｡従って年々の

租税節約は資産価格のインフレlショソ率と

合せて増加していくが,その現在価値は各年
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を通じて同一となる｡それは,減価償却費に

対するイソフレlショソ率の複利による影響

が,貨幣の時間価値を考慮したものである割

引率の影響によって正確に相殺されることに

よるものである｡両者とも年率12%と仮定

されているのである｡租税節約の現在価値合

計は,表9で示されている通り£31,250で

ある｡最後にカテゴリーCであるが,この資

産価格のインフレーション率は割引率をこえ



ているので,租税節約の現在価値は年々増加

していく｡

しかしながら,経済的効率の基準は表7で

示されている,割引率年12%としたときの

キャッシュフPl課税方式における租税節約

の現在価値合計£31,250である｡我々は一

定の課税タイムラグ,一定の限界税率,費用

の全額計上即時填補の下では,キャッシュ7

° l課税方式は投資意志決定に対して影響が

中立的であることを知っている｡かくて,衣

9より現在原価課税方式はカテゴリlBでは,

租税節約の現在価値がキャッシュフロー課税

方式に-等しくなる所要額£31,250になるの

で,中立的な影響を示すことになる｡かかる

結果となるのはカテゴリlBでは特定の資産

価格のインフレlショソ率が割引率と同一で

あるからに他ならない｡これに対してカテゴ

y-Aでは資産のインフレーション率が不十

分なのであり,またカテゴリーCにおいては

現在原価課税方式による減価償却費が投資に

ついて財務上の積極誘因となることが示され

るわけである(原注1)｡しかしながら我々は支

払利子の控除の問題をとりあげていない｡こ

の点は後に検討しよう｡

6.営業用在庫品(商品･製品)

本節で我々は営業用在庫品の評価及び売上

原価の計算において幾っかの課税方法におけ

るインフレ-ショソの影響をどのように調整

しうるのかの問題にうっる｡ただし,我々

は,在庫品についてより慣習的な流れの方法

をとりあげるまで,原価の直接的なイソフレ

ーショソ修正の検討は行なわない｡

売上品の各品目にっいてその実際原価を確

定することはしばしば実務的ではないので,

会計システムでは原価の特定の流れ方につい

ての-壇の大雑把な仮定を設けるO　その一つ

は最も古い商品を収益に対して最初に費用と

して課するものとして処理することである｡

この方法は先入先出法(first-in-first-out),

FiFoとして知られる｡今一つ別な方法は,

後入先出法(lasトin一丘irsトout). LiFo　であっ

て,これは最近購入した品目が収益に対して

最初に費用として課せられるものとするので

ある｡ただし,この方法は英国では一般に支

持されていない｡

この2方法のもつ利益への影響は表10に

示されている｡我々は期間1において@£

10で100個購入し,更にまた各@£11で

100個購入,合計200個求め,なお期間末に

100個残存していると仮定した　FiFoでは

最も古いものがまず販売されるとみなすので

販売した100個は古い価格の各@£ 10がコ

ストであることになる｡従って表10の通り

期間1の利益は£1,000である｡期末在庫品

は新しい方の価格@£11の原価のものとさ

れ,よって期間2の期首在庫品は£1,100と

評価される｡この期間中に各@£12で50個

が購入され,合計150個,原価合計£ 1,700

が販売可能なものとしてあることになる｡期

間2では期末に25個が在庫品として残り,

最も古いものからまず販売されるという

FiFoの下では,これは新価格で評価される

ことになる｡従って,在庫品25個は@£12

で評価され,評価額は£300となる｡売価は

各£20なので期間2の利益は表10の通り

£1,100となる｡最後に期間3では25個販売

され,また追加購入はなかったものとしてい

る｡

LiFoの下では, 3期間を通じての合計利

益は同一額となるが,利益額のパター･/は変

ってくる｡期間1では販売された商品はより

近い購入価格@£ 11が原価とされ,利益は

£900となる｡しかし,この評価方法では,

期間2の期首在庫品はより古い価格に基づい

て計算された£1,000だけということにな

る｡ところで,期間2では125個売れたのに

対してわずか50個購入されている｡従って

在庫レベルが減少するわけである｡ LiFoに
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インフレーション修正課税方式(山上)

表川

FiFo及びLiFoにおける課税利益(£)

FiFo LiFo

期間1

期首在庫(なし)
加算:仕入(a 100個@£10

(b)追加購入100個◎£11

小計(200個)

差引:期末在庫(100個)

売上原価(100個)

利益(売上一売上原価) (i)

売上(100個@£20)

iUltSH

期首在庫(100個)

加算:仕入(50個@£12)

小計(150個)

差引:期末在庫(25個)

売上原価(125個)

利益(売上一売上原価) (iil
売上(125個@£20)

過 [!.fc

期首在庫(25個)

加算:仕入(なし)

差引:期末在庫(なし)

売上原価(25個)

利益(売上l売上原価) fin)

売上(25個◎£20)

利益合計((i)+(ii)+(iii))

1, 000　1, 000

1, 100　1, 100

2, 100　　2, 100

(1,100) (1,000)

1, 000　1, 100

1, 000　　　900

2, 000　　2, 000
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よる原価の流れでは,次の期間に入ってから

の販売品50個は新価格@12で売上原価とさ

れ,残りの販売品75個は最も古い価格@£

10で評価されねばならない｡期間2における

LiFoの売上原価は,在庫レベルが低下した

のでFiFoによるものより少ないのである｡

従って期間2及び3の両方においては, LiFo

により計上される利益の方がFiFoによる利

益をこえるのである｡よって,我々は一般に

LiFoの方がより低い利益額,従ってより少

ない納税額を確定するものと期待しがちであ
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るが,もしLiFoが税務上認められ,税務上

FiFoより有利なものとして選択されたとす

ると,それは,単位原価は上昇し,また在庫

量のレベルは低下しない,ということを暗に

前提としているからに他ならない｡単位原価

又は在庫レベルが低下すれば, FiFoに換え

た方がより低い利益額を計上し,従ってより

大なる租税節約を招来するのである｡

我々は課税目的のためのLiFoによる原価

の流れの若干の問題点を明らかにした｡次

に, FiFoに関心を戻して,現在原価か現在



表11

一般物価指数と個別物価指数の変動

日　付　　　　　　項　目
一般物価指数

トレソド　A　　トレンド　B　　トレンド　C

11月中旬(1987)　　期首製品　　　　　100

6月下旬(1988)霊志芸完　105
11月下旬(1988)　　期末製品　　　　　110

12月下旬(1988)　　年度末　　　　　112

100　　　　　　100

110　　　　　　112

120　　　　　　128

123　　　　　　135

個　　別

物価指数

表12

営業用在庫品の指数修正:在庫量一定

現在購買力課税方式

歴史的原価
深税方式(£)

現在原価
課税方式

修正(£)

トレンド　A　　トレソド　B　　トレソド　C

修正(£)　　修正(£)　　修正(£)

期首在庫

加算:製造原価

計

減算:期末在庫

売上原価
利益(差額)

売　　上

10,000　　壬旦11,000
100

100, 000　　　　　100, 000

110, 000　　　　　111, 000

(12,000)　ユ旦(ll,000)
120

98, 000　　　　　100, 000

49, 000　　　　　　47, 000

147, 000　　　　　147, 000

!堂
100
ll,200　_!旦12,300　旦13,500

100　　　　　　　100

土壁106,667　土壁111,818　_互生120,536
105　　　　　　110　　　　　　112

117, 867　　　　124, 118　　　　134, 036

盟(12,218)篇(12,300)盟(12,656)110　　　　　　120　　　　　　128

105, 649　　　　111, 818

51, 151　　　　52, 555

土壁156,800　土星164,373
105　　　　　　　110

購買力に基づく指数修正の代替的な方法を検

討してみよう｡歴史的原価会計利益課税方式

では,売上原価(i)は販売可能な製品原価--･･

当期の製品製造原価に期首在庫分の原価を加

えて求める･･-･から, (ii)期末在庫分の原価を

差引いて計算される｡規在原価課税方式では

期中の製造原価はほぼ現在原価であると考え

一般に修正しない(訳注12)しかし,期首在庫

マイナス期末在庫は販売時点における製品の

現在原価で売上に対応させねばならない｡個

別製品指数は表11に示されている｡設例で

は在庫は3月分であり,従って1988年期首
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の在庫は1987年10, ll, 12月に取得されて

いる｡よって平均して期首在庫原価の指数は

大体100,即ち11月中旬の数字であると考え

られるわけである｡経済における一般物価の

変動は必ずしもこの企業のかかる特定の営業

品目カテゴリーのものの変動とは同様ではな

い｡それは表11の一般物価指数で示されて

いる如く,トレンドAではより低く,トレン

ドBでは同一,トレンドCではより高い率と

なっている｡

現在原価課税方式において,現在原価によ

る売上原価を求めるには,期首及び期末の在



インフレ-ショ./修正課税方式(山上)

庫製品は年度中央の現在原価に再評価され

る｡かくて期首製品の歴史的原価は年央の個

別製品指数が乗ぜられ, 1987年11月中旬の

指数で除せられる｡また期末製品には年央の

指数を乗じ1988年11月中旬の指数で除せ

られることになる｡製品売上高,製造原価は

年間を通じて均等に流れていると仮定するの

で,現在原価にするための修正は不要であ

る｡実際の現金による売上高は歴史的原価に

よる売上高の150:に等しいと仮定されてい

る｡表12により現在原価課税方式による課

税利益は歴史的原価課税方式の£49,000か

ら£47,000に減少することがわかる｡

表12ではまたトレンドA, B, Cのそれ

ぞれにおいて異なる3つの一般インフレーシ

ョン率に従うものとして,現在購買力課税方

式による利益の修正を示している｡期首製

品,製造原価,期末製品及び売上高の歴史的

原価の数字に表11で示された当該トレンド

の年度末一般物価指数が乗ぜられ,当該カテ

ゴリーの指数で除せられる｡例えば,製造原

価は年央に生ずるとみなすので,期末の現在

購買力等価額に修正するためには,トレソド

Aでは実際原価(歴史的原価)に期末の一般物

価指数112を乗じ　年央の指数105で除する

のである｡現在原価課税方式では指数修正計

算の分子に年央の個別製品指数が用いられた

が,現在購買力課税方式では年末の一般物価

指数が用いられるのである｡

我々は設例においては,仕入及び売上につ

いて信用取引はないものとした｡従って,現金

売上£147,000マイナス製造原価£100,000

によって営業現金収入£47,OOOC訳注13)がえら

れる｡これほ,現在原価課税方式による利益

額と一致する｡かかる結果の理由は在庫量を

一定と仮定していることによる｡我々はこれ

を2つの観点から考察することができる｡第

-に,期首,期末の製品の年央における現在

原価はいずれも£11,000であり,従って在

庫量は変らなかったことである｡第二に,個

別製品指数が,表11で示される如く, 1(泊か

ら120へと上昇していることである｡原価の

年率20%の上昇を反映しているのであり,

これは年度末における実際原価が, £10,000

から£12,000-と同じく20%上昇している

ことと一致する｡我々はキャッシュフPl課

税方式は投資意思決定に対して影響が中立的

であることを知っている｡よって,営業用在

庫品に関するかぎりその量的水準が一定であ

れば,現在原価課税方式もやはり投資意志決

定について中立的でありうるのである｡我々

は営業現金収入£ 47,恥0が年央に生じたと

仮定しているので,これを年度末購買力等価

額に修正することができる｡表11のトレソ

ドBに示されている如く一般物価が上昇した

とすると,我々はこの年度末購買力等価額

を,キャッシュフロー£47,000を110で除

し, 123を乗じて求めることができる

£47, 000 × 123/110- £52, 555

これはトレンドBにおける現在購買力課税方

式の利益と全く同じである｡かくて在庫量が

一定であり,かつ一般インフレーション率が

営業用在庫品の単位原価のインフレlショソ

率と同じであれば,在庫品に関するかぎり現

在購買力課税方式は現在原価課税方式と同一

であることがわかる｡ただし前者はキャッシ

ュフP lにっいて年夫から年末にかけての一

般インフレlショソの影響を考慮するので,

部分的ではあるが有効に課税の繰延べを行な

うのである｡この点が後者と異なっているの

である(訳注14)

表13では我々は上例とは異なった営業及

び在庫方針のパターソについて考察する｡期

首製品及び製造原価は上例と同一だが,期末

製品が物量単位で多いのである｡指数修正の

内容ほ上例で論じたのと同一の原則に従う｡

営業現金収入は現金売上£ 93,000マイナス

現金基準製造原価£100,000であり,これは

マイナス£7,000に等しいO　しかしながら表
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表13

営業用在庫品の指数修正:在庫量増加

現在購買力課税方式

歴史的原価
課税方式(£)

現在原価

課税方式　　トレソド　A　　トレソド　B　　トレソド　C

修正(£)　　　修正(£)　　　修正(£)　　　修正(£)

期首在庫　　　10,000　　月旦11,000
100

加算:製造原価　　100, 000　　　　　100, 000

計　　　　　110, 000　　　　　111, 000

減算:期末在庫　(48,000)　月旦(44,000)
120

売上原価　　　　　　62, 000　　　　　　67, 000

利益(差額　　　　　31, 000　　　　　　26, 000

売　　上　　　　　　93, 000　　　　　　93, 000

主旦11,200　ユ堅12,300
100　　　100

主旦106,667　堅111,818
100　　　　　　　110

117, 867　　　　124, 118

i;;5

100

V.',5

日m

13, 500

120, 536

134, 036

苫(48,873)盟(49,200)豊(50,625)120

68, 994　　　　　74, 918

30, 206　　　　　29, 073

旦103,991
ilH

83, 411

28, 687

旦112,098
112

表14

営業用在庫品の指数修正:在庫量減少

現在購買力課税方式

歴史的原価
疎税方式(£)

現在原価
課税方式 トレソド　A　　　トレソド　B　　　トレンド　C

修正(£)　　　修正(£)　　　修正(£)　　　修正(£)

期首在庫

加算:製造原価

計

減算:期末在庫

売上原価

利益(差額)

売　　上

10,000　　旦11,000
100

100, 000　　　　　100, 000

110, 000　　　　　111, 000

(6,000)豊(5,500)
104, 000　　　　　105, 000

52, 000　　　　　　50. 500

156, 000　　　　　156, 000

土壁11,200
100

_至旦106, 667
105

堅12,300　真壁
100　　　　　　　100

堅111,818　ユ些
110　　　　　　　112

13, 500

120, 536

117, 867　　　　124, 118　　　　134, 036

器(6,109)盟(6,150)壁(6,328)120　　　　　　　128

Ill, 758　　　　117, 968　　　　127, 708

54, 642　　　　　56, 468　　　　　60, 328

月旦166,400　i旦174,436　1旦188,036
105　　　　　　　110　　　　　　　112
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インフレlショソ修正諜税方式(山上)

13では,歴史的原価,現在原価,現在購買力

のそれぞれに基づいた3つの課税方式のすべ

てが損失どころか利益を計上していることが

分る｡このことはこれら3つの課税計算方式

(tax design)の非効率(inefficiency)を示すも

のである(訳住.15)現在原価及び現在購買力課

税方式の両者は,それぞれ個別及び一般物価

変動をとり入れており,従って価格変動を考

慮に入れているわけであるが,いずれも物量

変動による修正の問題はとりあげていないの

である｡更に,歴史的原価会計利益による課

税方式では在庫品の物量及び価格変動のいず

れもとり入れていない｡

表14では,我々は再び同一の期首製品,

製造原価を仮定しているが,ここでは期末製

品は減少している場合を示している｡このと

普,営業現金収入は現金売上£156,0(氾マイ

ナス現金基準製造原価£100,000であり, £

56,000となるO　これは歴史的原価会計利益謀

税方式,現在原価課税方式の課税利益をこえ

ている｡従って,ここではこの2方式の下で

は在庫量を減少させる誘因の可能性が示され

ているわけである｡現在購買力課税方式の下

で課税利益が営業現金収入をこえるかどうか

ほ,一般物価指数のトレンドによるのであ

る｡

運転資本のサイクルに関する限り営業用在

庫品は特定のプロジェクトのはじ~めに増加

し,末期に減少する傾向にある｡かくて,環

在価値基準(present value terms)で考える

と,現在原価及び現在購買力課税方式のいず

れにおいてもプロジェクトのはじめにおいて

在庫水準を増加することに対する消極誘因の

可能性の方が将来において在庫を減少させる

ことに対する積極誘因の可能性より大きいも

のと思われる｡しかし営業用在庫品の価格の

上昇率が割引率より大となるならば,在庫水

準を増加させる租税上の誘因が存在しうるの

である｡我々は表13から現在原価謀税方式

では営業用在庫品が年央の価格において,期

首£11,000から期末£44,000に£33,000増

加したことが分る｡これは現在原価課税方式

による利益(+£26,000)と営業現金収入(-£

7,000)との差額を示すものである｡別な見方

をすれば,現在原価会計による利益をうる今

lつの方法は,営業現金収入に,各資産カテ

ゴリーごとの在庫品の物量増加×年央の単位

現在原価を加えたものである(訳注16)

別な例で考えてみよう｡年々の純営業現金

収入が£500であり,この企業がその1年間

に在庫量を100単位増したが,次の年に同量

だけ減らすものとする｡年央における在庫品

｣15

在庫品操作の現在原価課税方式上の誘因

1　　　　　　　　　　　　　　　2

純営業現金収入

在庫量変動

在庫品年央単位現在原価

期中在庫品投資

現在原価利益

租税@35%,在庫品投資又は減少前

現在原価利益課税

租税増分効果

同上の割引額

£ 500

+ 100単位

£1.10

100×£1.10=+£110

£500+£110-£610

£500×0. 35- £175

£610×0. 35-£214

£175-£214=-£39

-£39/d. 20)2--£27

^EiH

- 100単位

£2. 20

-100× £2. 20--£220

£500- £220- £280

£500×0. 35-£175

£280×0. 35= £98

£175-£98-+£77

+£77/(1. 20)3= +£45
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の単位現在原価は1年次£1.10であり2年

次£2.20であるとする｡租税は現在原価利

益に対して35:　各年未より1年遅れて支

払われるものとする｡最後に割引率は年20

%とする｡

表15で次の事情が詳細に計算されて示さ

れている｡即ち,現在価値基準で,在庫量の

増加により£27の追加租税の支払となり,

ついで後の期の在庫量の減少により£45の

租税節約となり,結局,正味£18の租税節

約となるということである｡かくて,在庫品

価格が割引率をこえた率で上昇しているなら

ば,在庫品に投資する租税上の誘因があるこ

とが分るO　同様に,現在購買力課税方式にお

いても一般物価指数が割引率をこえて上昇し

ているならば,在庫品を増加する租税上の誘

因がありうることが分るのである｡

7.正味貨幣運転資本

前節で我々はインフレーションによる損失

について売上原価を如何に修正するかを示し

た｡これは在庫品の指数修正によってなされ

たわけである｡しかしながら運転資本には,

損失ではなく利益が認識されうる他の構成項`

目があるのである｡例えば売上債権残高は債

権者企業にとっては購買力損失をもたらし,

債務者企業には利益をもたらす｡従ってイ･/

フレlシlヨ･/によってもたらされた債務者利

潤はインフレーショソ修正課税方式において

課税されるべきなのである｡他方,債権残高

に生ずるイソフレーシヱソ損失についてもそ

れを税務計算上控除(訳注17)されるべきである

という有力な所論がある｡かくて現金･売掛

金等の貨幣性資産のみならず買掛金･当座借

越等の貨幣性負債の期首･期末の残高は,イ

ソフレlショソによってもたらされた担税鮭

力の変化を計算するために指数修正される必

要があるのである(訳注18)

技術的には,現在原価計算では,正味貨幣

運転資本の各構成項目に用いられる指数は,

各項目の取得(input)価格の個別イソフレー

ション率を反映する指数であることを要す

る｡またこれらの資産,負債が生じた時点も

考慮に入れなければならない｡しかしながら･

我々は便宜上,現在原価課税方式,現在購買

力課税方式のいずれにおいても,計算上,午

間の期首,中央,期末の同じ一般物価指数を

表16

正味貨幣運転資本保有による

イソフレーショソ損失の税務控除額(£)

歴史的原価

正味貨幣運転資本の期末残高

差引:期首残高

正味貨幣運転資本への期中投資高

現在原価

期末残高(ll, 500×108/115) 10, 800

差引:期首残高(2, 000× 108/100)　　　　　(2, 160)

正味貨幣運転資本への期中投資高　　　　　　　8, 640

税務控除

川　現在原価課税方式(9, 500-8, 640)　　　　　860

(ii)現在購買力課税方式(860×115/108)　　　　916
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イソフレーショソ修正課税方式(山上)

用いることにする｡唯一の相違点は,現在原

価方式における控除孝和ま指数の年央の読みに

基づくものであるのに対し,現在購買力課税

方式におけるこの最終的な控除額は指数の年

末の価を反映したものであることである｡我

我の設例では,この年度の期首,年央,期末

の一般物価指数はそれぞれ100, 108, 115で

ある｡従って表16で我々は期中における正

味貨幣運転資本に対する投資の現在原価を計

算し,これをこの期中投資の歴史的原価と比

較するのである.正味貨幣運転資本は歴史的

原価で£9,500増加したのに対し,現在原価

では£8,640の増加にとどまる｡期中の投資

.は£9,500-£8,640-£860減少したものと

なり,これは税務上控除項目となる｡また現

在購買力方式ではこの控除項目は年央の指数

修正値から年末の購買力等価額-換算される

ので,若干より高い£916となる｡他方,貨

幣的負債が貨幣的資産をこえるときは,イソ

フレlショソ利得が生じ,それによって課税

利益が増えることになろう｡

a.長期債務

我々の現在原価課税方式の分析はキャッシ

ュフP l課税方式と対比して投資についての

項極的及び消極的誘因の可能性の有無を見定

めることであった｡しかしながら投資意志決

定についてキャッシュフPl方式の中立性を

保つために支払利子の控除可能性はないもの

として論じてきた｡この問題をここでは, (i)

債務についての利子は借入金金融に関するイ

ソフレlショソの影響について税務上修正す

るとき控除されるべきかどうか(ii)支払利子

の控除可能性はどの程度無視できるのか,と

いうことでとりあげるのである｡現在原価課

税方式は実に課税対象となるギアリング修正

を含みうるものなのであり,我々はその詳細

を設例で示そう｡

表17ほ,我々は様々なレベルの借入金融

につきどの程度の追加租税債務が生ずるかを

評価したものである｡債務についての年間市

中金利は　10, 12%のいずれかと仮定す

る｡現在原価による純営業資産に対する債務

割合のレベル(ギアリソグ比率)は10, 25, 40

%のいずれかとする｡本年度,現在原価によ

る営業費用修正額は£400,000である｡これ

は現在原価課税方式における,利子,ギアリ

ソグ修正,租税控除前の損益で,歴史的原価

課税方式による全費用を差引いた後の損益

に課せられる全費用である｡ギアリング比率

が10%であるとギアリング修正としての追

加£40,000が課税利益となる(第17表の第

(V)行参照)｡同様にギアリング比率が25:

更には40%とそれぞれ増加するに従い,ギ

アリング修正額は£ 100,000, £ 160,000へ

と比例して増加していく｡しかしながら債務

の利子が税務上控除可能と考えられるので,

表17の第柑行で示した如く,支払利子額を

ギアリング修正額より差し引いて正味の追加

担税能力を決定しなければならない｡限界税

率は35%と仮定してある｡

我々は表17から債務の利子率が年10%の

とき,追加担税能力は0であることを知る｡

このことはギアリソグ比率が低,中,高であ

ろうと生ずるのである｡このことをきめる決

定的要因は,現在原価営業費修正合計額の正

味営業資産現在原価に対する比率(訳注19) (£

400,000/£4,000,000)が債務に対する年間市

中金利に等しいということである｡利子率が

単に8%にすぎないならば,ギアリング比率

が10%から40%-と上昇するにっれ,追

加租税債務はそれぞれ£2,800から£11,200

-と増加していく｡最後に債務に対する利子

率が12%であると,租税節約が生じ,これ

もまたギアリング比率の上昇と共に増加して

mm.

現在購買力課税方式の下では債務保有から

生ずるインフレーション利益に課税されるで

あろう｡これは利子の控除分より生ずる利得
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表17

利子控除後のギアリソグ修正に生ずる租税債務

年間利子率

ギアリング

10#

低　　　中　　　岡　　　　　低　　　中　　　高 低　　　中　　　高

借入資本(£000) (i)

純営業資産の
現在原価(£OOo) (ii)

ギア1)ソグ比率胤-(i)/(ii)

営業費用の現在原価
修正薪(£000)帥

ギアリソグ修正(£000)
v-㈲×帥

借入資本利子(£000)
㈹-(i)×利子率

追加担税能力(£000)
は- v)一仙

追加担税の
債務又は(節約) (£000)
軸-0. 35×柑

400　1, 000　1, 600

4, 000　　4, 000　　4, 000

0. 10　　　0. 25　　　0. 40

400　　　400　　　400

40　　　1 00　　　1 60

32　　　　80　　　128

20　　　　32

2.8　　　7.0　　11.2

400　1, 000　1, 600

4, 000　　4, 000　　4, 000

0. 10　　0.25　　0. 40

400　　　400　　　400

40　　　1 00　　　1 60

40　　　100　　　160

0　　　　0　　　　0

0　　　　　0　　　　　0

400　1, 咲)0　1, 600

4, 000　　4, 000　　4, 000

0. 10　　0. 25　　0. 40

400　　　400　　　400

40　　　100　　　160

48　　　120　　　192

(8)　(20)　(32)

(2.8)　(7.0) (ll.2)



インフレーション修正課税方式(山上)

表18

貨幣的債務に生ずる利益(利子控除後)に対する租税債務

一般イソフレーショソ率(午)

15%

貨幣的債務に生ずる利益
(イソフレーシ己ソ率×£ l m)　　　　　50,000　　100,000　　150,000

差引:債務の利子(10 #×£ lm)　(100,000)　(100,000)　(100,000)

正味担税能力　　　　　　　　　　　　(50, 000)　　　　　　　　　50, 000

租税債務又は(節約)

(35^ ×正味担税能力　　　　　　　　　(17, 500)　　　　　　　　17, 500

を過相殺するかもしれないのである｡例え

は, £1mの借入金を1年間,年末に一度

に10%の利子を支払うことで保有している

ことの税務上の意義を考察してみよう｡イン

フレ-ショ,/期には,債務の実質的価値は低

落するので債務保有により購買力利益をう

る｡衰18より我々は,かかる貨幣的債務に

生ずる利益はイソフレlショソと共に増加す

ることが分る｡一般イソフレーショソ率が債

務の利子率より低ければ,利子の控除よりえ

られる租税上の利得がインフレーション利益

に対する租税債務をしのくoので正味租税節約

が生じよう｡一般インフレlショソ率が債務

利子率と同じならは,正味租税債務が0とな

ることは明らかである｡最後に,一般イソフ

レーショソ率か債務利子率をこえるならば,

担税能力が増加し,租税債務が生ずることに

なる｡

9.税務上の繰越損失(訳注20)

我々の分析では,一般に税務計算上の控除

は課税収益に対して計上相殺されるものと仮

定してきた｡しかしながら,収益が不十分な

らば税務上損失が生ずる｡このような最近年

度の課税収益で直ちに相殺できない損失は繰

延べられる必要があり,将来の収益で墳補さ

れねばならないO　インフレーション修正課税

方式ではかかる繰延損失も指数修正すること

が適当であると考えられる｡しかしながら,

税務計算目的に使用する指数で示されるイソ

フレーショソ率が,適当な市中金利-f･･これ

は当該企業が将来の損失控除可能額よりえら

れる租税節約をどのように割引くかを示すも

のである-･･･より低いことがありうるO　この

場合,かかる税務上の繰越損失の現在価値は

減少することになる.他方,インフレーショ

ン率が割引率をこえれば,税務上の非効率

(inefficiency)が生ずることになる｡但し,こ

の場合は企業側に有利なわけである｡

10.結　論

イソフレーショソは所得及び資本の測定を

歪めるので,適当な税務上の修正が必要であ

る｡しかしながら従価の消費税は資本l所得

とは異なった課税ベースによっているので,

それらの修正は必要としない｡但し,それで

も税率適用の階層の指数修正はなお必要であ

る｡資本と所得が相互に関連している課税ベ

ースの場合は,真の利益が測定されるべきで

あり,或いは,名目上の利益が課税対象とな

るにしても,資本のイソフレーション侵食分

は控除されるべきである｡実現利益によるキ

ャピタルゲイン課税は,資産処分前の何年に

もわたって租税を支払わなかったことによる

利得を考慮するために,更に租税の繰延べの

問題が係わってくる｡この問題は資産処分前
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の年度における其の利益をさかのぼって計算

し,かっ利子要素の修正を加えることで解決

されるo　イソフレーション率が繰延利子率を

こえるならば,繰延修正をしないで適用され

るキャピタルゲイン課税はより大となる｡他

刀,インフレーション率が繰延利子率より低

ければ,繰延修正をしないキャピタルゲイソ

課税はより少となる｡最後に,インフレlシ

ョン率が繰延利子率と同じならは,繰延修正

は不要となる｡

次に我々は現在原価及び現在購買力課税方

式における減価償却費の測定をとりあげた｡

現在購買力課税方式では割引率が一般イソフ

レーション率より低ければ,投資への積極誘

因を示し,両者が同じならは投資に対して示

す効果は中立的であり,割引率が一般イソフ

レlション率をこえれば投資に消極誘因を示

すことになるのである｡同様に,現在原価課

税方式では,その特定資産価格のインフレl

ショソ率が割引率と同じならは影響は中立的

であり,資産のイソフレlション率が割引率

より低ければ消極誘因を示し,資産のイソフ

レlション率の方が割引率より高ければ投資

への積極誘因を示すことになるのである｡

営業用在庫品について,我々は在庫品評価

目的のためのFiFo及びLiFoの原価の流れ

の検討より始めた｡我々は,もし在庫品の単

位原価が上昇しっっあり,また在庫量のレベ

ルが下落しないのならば, LiFo方式の方が

FiFo方式より低い課税利益額を示すことを

兄い出した｡しかし,単位原価或いは在庫レ

ベルが下落すれば, FiFo方式の方がより大

なる租税節約となりうるのである｡

我々は次に営業用在庫品の指数修正の問題

に検討を進めた｡在庫量が一定ならば,在庫

品に関するかぎり,現在原価課税方式は何の

偏向も示さない｡在庫量が一定ならば現在購

買力課税方式でも同様である｡但し,現在購

買力方式は現在原価方式と異なり課税の繰延

べを許容する点において異なっている｡しか

しながらここで重要な仮定は,一般インフレ

ーション率が営業用在庫品の単位原価のイソ

フレlショソ率に等しいということである｡

個別物価及び一般物価が上昇していると,両

方の課税方式は共に在庫量の増加と共に過大

な利益を計上することになる｡現在原価課税

方式も現在購買力課税方式もそれぞれ個別又

は一般物価の変動はとり入れているのである

が,どちらも在庫量変動の問題は,これが直

接,利益測定に関連はしないので,とりあげ

ていないのである｡逆にいえば,単位原価が

上昇していると,現在原価課税方式では在庫

量を減少させる積極誘因が存在しうることに

なる｡現在購買力課税方式で誘因がどうなる

かは一般インフレlショソ率如何によるわけ

である｡我々は運転資本のサイクルは,特定

のプロジェクトに関連しては在庫水準が初期

に上昇し,その後減少する懐向にあることを

知っている｡従って,営業用在庫品の価格が

割引率より上昇しているならば,現在原価課

税方式では在庫品増加-の税務上の積極誘因

がありえようし,また現在購買力課税方式で

も一般物価が割引率より上昇するならば同様

なのである｡

更に,我々は現在原価及び現在購買力課税

方式において考えられる正味貨幣運転資本の

修正をとりあげた｡

現在原価課税方式における長期債務の意義

を分析するために我々は現在原価による営業

費修正額合計の現在原価による正味営業資産

に対する比率を計算した｡この比率はギアリ

ング比率ではないが,税務上生じうる歪みに

影響を与えるもので,一種の臨界比率(a

critical ratio)である｡債務に対する利子率

がこの臨界比率より低ければ,過度の粗税負

担が生じ　かつそれはギアリング比率の上昇

と共に増加する｡債務利子率が臨界比率と同

じならは,借入金融に関連した租税債務は存

在しないことになる｡しかし,利子率が臨界

比率をこえれば租税節約を生C,しかもそれ
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イソフレlショソ修正課税方式(山上)

はギアリソグ比率と共に増加していくのであ

る｡

現在購買力課税方式では,債務保有に基づ

くインフレlショソ利得を如何に査定するか

を説明した.それは一般インフレ-ション率

が利子率をこえない限り,利子控除による租

税節約をこえることはないのである｡

最後に我々は,インフレlショソ修正課税

方式では税務繰越損失も指数修正されるべき

である旨を述べた｡但し,それは該当する指

数上のインフレーション率が適用される市中

割引金利をこえる期間では納税者側に有利

な,税務上の非効率を生ずることになるので

ある｡

〔原注〕

1.市場金利は様々な資産原価のイソフレーショ

ン率を総じてみれば,それをこえるであろう

が,特定の資産ごとについては両者の相違は大

きくちがったものでありうる｡従って,カテゴ

リーA及びCは有意義なものである.

〔訳注〕

1. John Pointon and Derek Spratley, Princi-

pies of Business Taxation, Oxford Univer-

sity Press, 1988.著者のPointonとSpratley

は,いずれもPlymouth Polytechnicにおける

企業金融及び税務担当の教員である｡

2. gearing adjustment.現在原価による費用と

歴史的原価による費用との差額(本章第8節で

は現在原価営業費用修正額･--current cost of

operating adjustmentsと呼んでいる)を自

己資本と他人資本の割合(ギアリング比率--･

gearing ratio)で按分し,他人資本割合分を利

益に戻入するもの,総資本についての実体資本

維持利益を自己資本にっいてだけの実体資本維

持利益に修正する手続とされている｡イギリス

では現在原価会計にとり入れられている｡

3. inflationary gains on debt.貨幣の現在一

般購買力による修正会計(一般物価水準修正会

計)において,貨幣的負債項目に認識計上され

る購買力利益｡貨幣的資産に生ずる購買力損失

と合せて購買力損益という.本章第8節でもと
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りあげている｡

4. capital taxes.イギ1)スではキャピタルゲイ

ソ税や贈与税などを総称するが,本章ではキャ

ピタルゲイソ課税を指している｡

5. consumption taxes.ここでは消費税,付加

価値税,支出税等を総称したものとしていって

いる｡また,それぞれをほぼ同様に使用してい

る如くである｡

6.これは所謂,未実現利益(unrealized gain)

の問題をとりあげている｡著者らは市場価格が

明白ならば実現に準ずるものとして取扱える

が,なお,実務上の便宜さから実際の売価と取

得原価を適宜修正したものを毎期末考え,それ

による課税方法と売却時にのみ行なう修正諜税

方式との税効果面の差異を,次節で設例によっ

て論じている｡

7.ここでは取得原価£ 10,000と期末売却価額

£ 14,181を複利成長率でつなげて考えている

ので,固定資産について購入,売却を同一市場

を想定し,投資についての売却収入による回収

可能額を投資の評価額と考えている如くであ

る｡

8.著者らは本書第5章において,通常の歴史的

原価課税方式においても,投資の真の経済的所

得計算のために,固定資産の調達資金の支払利

子を考慮に入れている｡この問題は第8節にお

いて,債務者利潤の算定の際にとりあげられて

いる｡

9.最も単純な現金収支に基づく所得計算方式の

ことである｡

10.キャッシュフロー課税方式なので資産(第0

年度末取得)は第0年度の費用となる｡ 1年の

課税タイムラグがあるので,この場合,租税節

約の現在価値(第1年度期首)を求めるには割

引率を1回適用すればよいことになる｡

ll.現在原価会計では各年の原価の上昇に伴い,

既往の減価償却費の計上不足分(いわゆるノミッ

グロッグ)が毎期追加計上されるわけである

が,著者らはこれをとりあげていない｡或い

は,ノくッグロッグ償却は貸方評価差額に直接チ

ャージする形式的ノミヅグロッグ償却を考えてい

るのであろうか｡

12.本節の先例は商業のものであったが,以下製

造工業のものの如くである｡なお,著者らはこ

の場合,現在原価を期間(年度)中央時点のも

のとして考え,当期製品製造原価については期

間中に均等に発生,従ってすべて期央のものと



みなし,修正をしない立場である｡従って販売

もすべて期央で生じたものとし,期首期末の在

庫分も期央の現在原価に修正している｡

13.この場合,キャッシュフロー課税方式の利益

でもあるわけである｡

14.設例の場合の現金基準による利益について現

在購買力会計でほ,その現金収入£ 47,000が

年央に生じているので, £ 47,000を年末の現

在購買力等価額£ 52,555に換算修正し,なお

計上額は名目上の£47,000であることからこ

の差額£ozjUUO　£47,000-£5,555がいわゆ

る,購買力損失として認識されることになり,

この分,課税利益計算上控除されることを指摘

しているものと思われる｡

15.著者らはキャッシ3.フロー課税方式による現

金基準利益---設例の場合(net) operating

cash now--を投資意志決定に対して中立的

な基準とし,これとの対比で各課税方式が示す

影響を論じている｡

16.表13で期首期末製品実際原価をそれぞれ⑳

100, @120とすれば在庫量は期首100個,期末

400個となる｡従って,

在庫量の増加　年央の単位現在原価
(400-100) ×　　　100　　　　-33, 000

在庫量増加額　　営業現金収入　　環在原価利益
お, 000　+　　(-7, 000)　　-26,000

17. tax-relief,或いは他ではtax-deductibleと

いう｡会計方式上費用処理,我が国税務でいう

損金算入の処理をいっているものと思われる｡

18.実際は,表16の設例の如く正味貨幣資本と

して一括して計算を行なっている｡

19.この比率を第10節では一種の臨界比率(a

critical ratio)と呼んでいる.

20. tax losses.ここでは税務損益計算上控除し

きれなかった場合の繰越損失を論じている｡
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